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表紙

上記の事項につきましては、法令および当社定款第15条の規定
に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する
書面への記載を省略しております。

第９期定時株主総会招集ご通知に際しての
電子提供措置事項

■連結計算書類

　連結注記表

■計算書類

　個別注記表

第９期
（2024年１月１日から2024年12月31日まで）

株式会社ノバレーゼ
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連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(１)連結計算書類の作成基準
　当社およびその子会社（以下、「当社グループ」という。）の連結計算書類は、会社計算規則第120条
第１項の規定により、国際会計基準（以下、「IFRS」という。）に準拠して作成しております。また、連
結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。なお、当社
グループは、2019年12月31日に終了する連結会計年度にIFRSを初めて適用し、IFRSへの移行日は2018
年１月１日としております。

(２)連結の範囲に関する事項
連結子会社の数および連結子会社の名称
連結子会社の数　　　　　　　　９社
連結子会社の名称　　　　　　　株式会社タイムレス

株式会社MARRY MARBLE
株式会社花乃店千樹園
株式会社ブロスダイニング
株式会社アンドユー
株式会社Do
株式会社LURRA
ISLAND LABEL HAWAII,INC.
KAILA TOURS LLC

(３)連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、ISLAND LABEL HAWAII,INC.およびKAILA TOURS LLCの決算日は３月31日であ
ります。連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用し
ております。
　なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(４)持分法の適用に関する事項
　 持分法を適用した関連会社の数および会社等の名称
　 　持分法を適用した関連会社の数   ２社
　　　　　関連会社の名称　　　　　株式会社ホロニック
　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社ブライト
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(５)会計方針に関する事項
 １）連結の基礎

①子会社
　子会社とは、当社グループにより支配されている企業をいいます。当社グループがある企業への関与によ
り生じる変動リターンに対するエクスポージャーまたは権利を有し、かつ、当該企業に対するパワーにより
当該リターンに影響を及ぼす能力を有している場合に、当社グループは当該企業を支配していると判断して
おります。
　子会社の計算書類は、当社グループが支配を獲得した日から支配を喪失する日まで、連結の対象に含めて
おります。
　子会社が適用する会計方針が当社グループの適用する会計方針と異なる場合には、必要に応じて当該子会
社の計算書類に調整を加えております。当社グループ間の債権債務残高および内部取引高、ならびに当社グ
ループ間の取引から発生した未実現損益は、連結計算書類の作成に際して消去しております。
　子会社の包括利益については、非支配持分が負の残高となる場合であっても、親会社の所有者と非支配持
分に帰属させております。
　子会社持分を一部処分した際、支配が継続する場合には、非支配持分の調整額と対価の公正価値との差額
は、親会社の所有者に帰属する持分として資本に直接認識されております。
　支配を喪失した場合には、支配の喪失から生じた利得または損失は純損益で認識しております。

②関連会社
　関連会社とは、当社グループが当該企業に対し、財務および営業の方針に重要な影響力を有しているもの
の、支配または共同支配をしていない企業をいいます。当社グループが他の企業の議決権の20％以上50％
以下を保有する場合、当社グループは当該他の企業に対して重要な影響力を有していると推定されます。
　関連会社については、当社グループが重要な影響力を有することとなった日から重要な影響力を喪失する
日まで、持分法によって会計処理しております。関連会社に対する投資には、取得に際して認識されたのれ
ん（減損損失累計額控除後）が含まれております。
　関連会社が適用する会計方針が当社グループの適用する会計方針と異なる場合には、必要に応じて当該関
連会社の計算書類に調整を加えております。
　持分法適用会社との取引から生じた未実現利益は、被投資企業に対する当社持分を上限として投資から控
除しております。未実現損失は、減損が生じている証拠がない限り、未実現利益と同様の方法で投資から控
除しております。

 ２）企業結合
　企業結合は取得法を用いて会計処理しております。取得対価は、取得日時点で移転された対価、被取得企
業の非支配持分の金額、および段階取得の場合には取得日以前に保有していた被取得企業の資本持分の取得
日公正価値の合計額として測定されます。取得対価が識別可能な資産および負債の公正価値を超過する場合
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は、連結財政状態計算書においてのれんとして計上しております。反対に下回る場合には、直ちに連結損益
計算書において純損益として計上しております。
　非支配持分を公正価値で測定するか、または識別可能な純資産の認識金額の比例持分で測定するかについ
ては、企業結合ごとに選択しております。
　仲介手数料、弁護士費用、デュー・デリジェンス費用等の、企業結合に関連して発生する取引費用は、発
生時に費用処理しております。
　共通支配下における企業結合取引、すなわち、すべての結合企業または結合事業が最終的に企業結合の前
後で同じ当事者によって支配され、その支配が一時的なものではない企業結合取引については、帳簿価額に
基づき会計処理しております。

 ３）外貨換算
①外貨建取引
　外貨建取引は、取引日の為替レートで機能通貨に換算しております。
　期末日における外貨建貨幣性資産および負債は、期末日の為替レートで機能通貨に換算しております。
　公正価値で測定する外貨建非貨幣性資産および負債は、当該公正価値の算定日における為替レートで機能
通貨に換算しております。取得原価で測定している外貨建非貨幣性項目は、取得時における為替レートで機
能通貨に換算しております。
　換算または決済により生じる換算差額は、純損益として認識しております。

②在外営業活動体の計算書類
　在外営業活動体の資産および負債については期末日の為替レート、収益および費用については為替レート
に著しい変動がある場合を除き平均為替レートを用いて日本円に換算しております。在外営業活動体の計算
書類の換算から生じる換算差額は、その他の包括利益として認識しております。在外営業活動体の処分時に
は、その他の包括利益に認識され資本に累積されていた在外営業活動体の換算差額は、処分による利得また
は損失が認識される時に資本から純損益に振り替えております。

 ４）金融商品
①金融資産

（ⅰ）当初認識および測定
　当社グループは、金融資産について、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融
資産に分類しております。この分類は、当初認識時に決定しております。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基づい
て、資産が保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本および元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フロー
が特定の日に生じる。
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　当社グループは、金融資産に関する契約の当事者となった取引日に当該金融商品を認識しておりま
す。
　償却原価で測定する金融資産（重大な金融要素を含まない営業債権を除く）は、当初認識時に公正価
値にその取得に直接起因する取引費用を加算して測定しております。なお、重大な金融要素を含まない
営業債権は取引価格で当初測定しております。

（ⅱ）事後測定
償却原価により測定する金融資産
　償却原価により測定する金融資産については、実効金利法に基づき算定した総額の帳簿価額から損失
評価引当金を控除した償却原価で測定しております。
　実効金利法による利息収益および認識が中止された場合の利得および損失については、金融収益また
は金融費用の一部として当期の純損益として認識しております。

（ⅲ）金融資産の認識の中止
　当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅する、または当社
グループが金融資産の所有のリスクと経済価値のほとんどすべてを移転する取引において、契約上のキ
ャッシュ・フローを受け取る権利を移転する場合、金融資産の認識を中止しております。当社グループ
が、移転した当該金融資産に対する支配を継続している場合には、継続的関与を有している範囲におい
て、資産および関連する負債を認識いたします。

（ⅳ）金融資産の減損
　償却原価により測定する金融資産については、予想信用損失に対する損失評価引当金を認識しており
ます。
　当社グループは、期末日ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加している
かどうかを評価しており、当初認識時点から信用リスクが著しく増加していない場合には、12ヶ月の
予想信用損失を損失評価引当金として認識しております。一方で、当初認識時点から信用リスクが著し
く増加している場合には、全期間の予想信用損失と等しい金額を損失評価引当金として認識しておりま
す。ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権につきましては、常に全期間の予想信用損失と等
しい金額を損失評価引当金として認識しております。
　当社グループは、金融資産の予想信用損失を、以下のものを反映する方法で見積っております。
・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額
・貨幣の時間価値
・過去の事象、現在の状況および将来の経済状況の予測についての、報告日において過大なコストや労
力を掛けずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報
　著しい景気変動等の影響を受ける場合には、上記により測定された予想信用損失に、必要な調整を行
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うこととしております。当該測定に係る金額は、純損益として認識しております。減損損失認識後に減
損損失を減額する事象が発生した場合は、減損損失の減少額を純損益として戻し入れております。

②金融負債
（ⅰ）当初認識および測定

　当社グループは、金融負債については償却原価で測定する金融負債に分類しております。この分類
は、当初認識時に決定しております。
　すべての金融負債は公正価値で当初測定しておりますが、償却原価で測定する金融負債については、
直接帰属する取引費用を控除した金額で測定しております。

（ⅱ）事後測定
償却原価で測定する金融負債
　償却原価で測定する金融負債については、当初認識後実効金利法による償却原価で測定しておりま
す。
　実効金利法による利息費用および認識が中止された場合の利得および損失については、金融費用の一
部として当期の純損益として認識しております。

（ⅲ）金融負債の認識の中止
　当社グループは、金融負債が消滅したとき、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し、ま
たは失効となった時に、金融負債の認識を中止しております。

（ⅳ）認識の中止を伴わない金融負債の条件変更
　金融負債が条件変更または交換されたが当該金融負債の認識の中止が生じない（すなわち大幅でな
い）場合には条件変更による利得または損失を、金融収益または金融費用の一部として当期の純損益と
して認識しております。

 ５）現金及び現金同等物
　現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の
変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から構成され
ております。

 ６）棚卸資産
　棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しております。正味実現可能価額
は、通常の事業過程における見積売価から、完成までに要する見積原価および見積販売費用を控除した額で
あります。原価は、主として先入先出法に基づいて算定しており、購入原価、加工費および現在の場所およ
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び状態に至るまでに要したすべての費用を含んでおります。

 ７）有形固定資産
　有形固定資産については、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した価額で表示して
おります。
　取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体・除去および土地の原状回復費用が含まれておりま
す。
　土地および建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で計上さ
れております。主要な資産項目ごとの見積耐用年数は以下のとおりであります。

・建物及び構築物　　　　１～41年
・機械装置及び運搬具　　５～16年
・レンタル衣裳　　　　　２～８年
・工具、器具及び備品　　２～20年

　なお、見積耐用年数、残存価額および減価償却方法は、各年度末に見直しを行い、変更があった場合は、
会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。
　取得後の支出は、その支出に関連する将来の経済的便益が当社グループにもたらされる可能性が高い場合
にのみ資産計上しております。

 ８）のれんおよび無形資産
①のれん
　当初認識時におけるのれんの測定は、会計上の見積りに関する注記「１．非金融資産の減損」に記載して
おります。
　のれんの償却は行わず、毎期および減損の兆候が存在する場合にはその都度、減損テストを実施しており
ます。

②その他の無形資産
　個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定されます。
　のれん以外の無形資産は、当初認識後、耐用年数を確定できない無形資産を除いて、それぞれの見積耐用
年数にわたって定額法で償却され、取得原価から償却累計額および減損損失累計額を控除した価額で表示し
ております。主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。

・ソフトウエア　　　５年
　なお、見積耐用年数、残存価額および償却方法は、各年度末に見直しを行い、変更があった場合は、会計
上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。
　事後的な支出は、その支出に関連する特定の資産に伴う将来の経済的便益を増加させる場合のみ資産計上
しております。自己創設ののれんおよびブランドを含むその他の支出は、全て発生時に費用として認識して
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おります。

 ９）リース
　契約の開始時に、当社グループは契約がリースであるか、またはリースを含んでいるかを判定しておりま
す。契約により、特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転する場合に、
当該契約はリースであるか、またはリースを含んでいることになります。契約により特定された資産の使用
を支配する権利を移転するか否かを判定する際に、当社グループはIFRS第16号「リース」のリースの定義を
用いています。
　当社グループは、借手としてのリース取引について、リース開始日に、使用権資産を取得原価で、リース
負債を未払リース料総額の現在価値で測定しております。
　当初認識後の使用権資産は、見積耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって、定額法で減価償
却を行っております。
　リース負債は、リース負債に係る金利、支払われたリース料および該当する場合にはリース負債の見直し
またはリースの条件変更を反映する金額で事後測定しております。
　リース料は、利息法に基づき金融費用とリース負債の返済額に配分し、金融費用は連結損益計算書におい
て認識しております。
　ただし、リース期間が12ヶ月以内の短期リースについては、使用権資産およびリース負債を認識せず、リ
ース料総額をリース期間にわたって、定額法または他の規則的な基礎のいずれかにより認識しております。

 10）非金融資産の減損
　棚卸資産および繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産の帳簿価額は、期末日ごとに減損の兆候の
有無を判断しております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積っております。の
れんおよび耐用年数を確定できない、または未だ使用可能ではない無形資産については、減損の兆候の有無
にかかわらず回収可能価額を毎年同じ時期に見積っております。
　資産または資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分コスト控除後の公正価値のうちいずれか大き
い方の金額としております。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値
および当該資産または資金生成単位に固有のリスクに関する現在の市場の評価を反映した税引前割引率を用
いて現在価値に割引いております。
　資金生成単位については、継続的な使用により他の資産または資産グループのキャッシュ・インフローか
ら、概ね独立したキャッシュ・インフローを生成する最小の識別可能な資産グループとしております。のれ
んの資金生成単位については、企業結合のシナジーが得られると期待され、内部報告目的で管理される単位
に基づき決定し、集約前の事業セグメントの範囲内となっております。
　全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを生成しないため、全社資産に減損の兆候がある場合、全
社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を算定して判断しております。
　減損損失は、資産または資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合に純損益として認識して
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おります。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減
額するように配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額しております。
　のれんに関連する減損損失は戻入れておりません。その他の資産について、過去に認識した減損損失は、
毎期末日において損失の減少または消滅を示す兆候の有無を評価しております。減損の戻入れの兆候がある
資産または資金生成単位については、回収可能価額を見積り、回収可能価額が帳簿価額を上回る場合に減損
損失を戻入れております。減損損失は、減損損失を認識しなかった場合の帳簿価額から必要な減価償却費お
よび償却額を控除した後の帳簿価額を上限として戻入れております。

 11）株式に基づく報酬
　当社は、持分決済型の株式に基づく報酬制度として、ストック・オプション制度を採用しております。ス
トック・オプションは、付与日における公正価値によって見積り、最終的に権利確定すると予想されるスト
ック・オプションの数を考慮した上で、権利確定期間にわたって費用として連結損益計算書において認識
し、同額を連結財政状態計算書において資本の増加として認識しております。付与されたオプションの公正
価値は、オプションの諸条件を考慮し、モンテカルロ・シミュレーションを用いて算定しております。

 12）引当金
　引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法的または推定的債務を有しており、当該
債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある見積
りができる場合に認識しております。貨幣の時間的価値が重要な場合には、見積将来キャッシュ・フローを
貨幣の時間的価値および当該負債に特有のリスクを反映した税引前の利率を用いて現在価値に割引いており
ます。時の経過に伴う割引額の割戻しは金融費用として認識しております。

 13）収益
　当社および連結子会社は、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財またはサービスを顧客に移
転することにより、履行義務を充足した時点で売上収益を認識しております。売上収益は、顧客との契約に
おいて約束された対価から、値引等を控除した金額（取引価格）で測定しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（または充足するにつれて）収益を認識する。

　また、主な財またはサービスごとの収益の認識時点は、「8．収益認識に関する注記（１）顧客との契約
から生じる収益を分解した情報」をご参照ください。
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 14）政府補助金
　政府補助金は、補助交付のための付帯条件を満たし、補助金を受領することについて合理的な保証が得ら
れた時に認識しています。収益に関する政府補助金は、補助金により保証される費用が認識される期間にわ
たって、純損益として認識しています。純損益として認識された補助金は、控除することが可能な場合は関
連する費用から控除しております。資産の取得に対する政府補助金は、繰延収益として認識し、関連資産の
耐用年数にわたり規則的に純損益に認識しております。

 15）法人所得税
　法人所得税費用は、当期税金および繰延税金から構成されております。これらは、その他の包括利益また
は資本に直接認識される項目から生じる場合、および企業結合から生じる場合を除き、純損益として認識し
ております。
　当期税金は、税務当局に対する納付または税務当局からの還付が予想される金額で測定しております。税
額の算定に使用する税率および税法は、期末日までに制定または実質的に制定されているものであります。
　繰延税金は、期末日における資産および負債の税務基準額と会計上の帳簿価額との差額である一時差異、
繰越欠損金および繰越税額控除に対して認識しております。
　なお、以下の一時差異に対しては、繰延税金資産および負債を計上しておりません。

・のれんの当初認識から生じる一時差異
・企業結合取引を除く、会計上の利益にも税務上の課税所得（欠損金）にも影響を与えない取引によって
発生する資産および負債の当初認識により生じる一時差異
・子会社、関連会社に対する投資に係る将来減算一時差異に関しては、予測可能な将来に当該一時差異が
解消しない可能性が高い場合、または当該一時差異の使用対象となる課税所得が稼得される可能性が低い
場合
・子会社、関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異に関しては、一時差異の解消する時期をコント
ロールすることができ、予測可能な期間内に当該一時差異が解消しない可能性が高い場合

　繰延税金負債は原則としてすべての将来加算一時差異について認識され、繰延税金資産は将来減算一時差
異を使用できるだけの課税所得が稼得される可能性が高い範囲内で、すべての将来減算一時差異について認
識しております。
　繰延税金資産の帳簿価額は毎期見直され、繰延税金資産の全額または一部が使用できるだけの十分な課税
所得が稼得されない可能性が高い部分については、帳簿価額を減額しております。未認識の繰延税金資産は
毎期見直され、将来の課税所得により繰延税金資産が回収される可能性が高くなった範囲内で認識しており
ます。
　繰延税金資産および負債は、期末日において制定されている、または実質的に制定されている税率および
税法に基づいて、資産が実現する期間または負債が決済される期間に適用されると予想される税率および税
法によって測定しております。
　繰延税金資産および負債は、当期税金資産と当期税金負債を相殺する法律上強制力のある権利を有してお
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IFRS 新設・改訂の概要

IAS第１号 財務諸表の表示 負債の流動又は非流動への分類に関する要求事項を明確化

IAS第１号 財務諸表の表示 特約条項付きの非流動負債

り、かつ同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合または別々の納税主体であるものの当
期税金負債と当期税金資産とを純額で決済するか、あるいは資産の実現と負債の決済を同時に行うことを意
図している場合に相殺しております。

 16）１株当たり利益
　基本的１株当たり当期利益は、親会社の普通株主に帰属する当期損益を、その期間の自己株式を調整した
発行済普通株式の加重平均株式数で除して計算しております。希薄化後１株当たり当期利益については、希
薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２. 会計方針の変更に関する注記
　本連結計算書類において適用する重要な会計方針は、以下を除き、前連結会計年度の連結計算書類におい
て適用した会計方針と同一であります。
　当社グループは、当連結会計年度より、以下の基準を適用しております。

　上記基準の適用による連結計算書類に与える重要な影響はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記
　IFRSに準拠した連結計算書類の作成において、経営者は、会計方針の適用ならびに資産、負債、収益および
費用の金額に影響を及ぼす判断、見積りおよび仮定を行うことが要求されております。実際の業績は、これら
の見積りとは異なる場合があります。
　見積りおよびその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積り
を見直した会計期間およびそれ以降の将来の会計期間において認識されます。
　経営者が行った連結計算書類の金額に重要な影響を与える判断および見積りは以下のとおりであります。
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資金生成単位
当連結会計年度

（2024年12月31日）
ブライダル事業 2,880,915
レストラン特化型事業 －
合計 2,880,915

(１)非金融資産の減損
　当連結会計年度において、有形固定資産および無形資産の減損に関する見積りを行っております。また、の
れんについては毎期および減損の兆候がある場合には随時、減損テストを実施しております。
　主要な仮定である将来の受注組数または1組あたりのゲスト数が計画を大幅に下回った場合には、翌連結会
計年度以降の計算書類において、減損損失を計上する可能性があります。
非金融資産の回収可能価額の算定方法、主要な仮定および金額は下記のとおりです。
①算定方法
　固定資産の減損会計を適用するにあたっては、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として拠点を基礎と
して資産のグルーピングを行っております（資金生成単位）。これらのうち減損の兆候がある拠点の資金生成
単位について、帳簿価額と回収可能価額を比較し、回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。なお、減損テストを行う際には、関
連するリース負債を資金生成単位の帳簿価額から控除しています。
　のれんについては、のれんを含まない各資金生成単位において算定された減損損失控除前の帳簿価額にのれ
んの帳簿価額を加えた金額と、より大きな単位から得られる回収可能価額とを比較し、回収可能価額が帳簿価
額の合計額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上してお
ります。
②主要な仮定
　回収可能価額の見積りは中期の事業計画を基礎に算出しており、事業計画の主要な仮定は、将来の受注組数
および１組あたりゲスト数であります。
③有形固定資産および無形資産、ならびにのれんの金額
　1）有形固定資産および無形資産の金額
　固定資産の帳簿価額のうち、減損の兆候のある拠点のセグメント別金額は以下のとおりであります。減損損
失は、販売費及び一般管理費に含まれております。なお、減損損失の金額は、「５．連結損益計算書に関する
注記 減損損失」をご参照ください。
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のれん
当連結会計年度

（2024年12月31日）
ブライダル事業 11,203,452
レストラン特化型事業 －
合計 11,203,452

　2）のれんの金額
　企業結合で生じたのれんは、取得日に企業結合から利益がもたらされる資金生成単位に配分しております。　
のれんの帳簿価額のセグメント別内訳は以下のとおりであります。なお、減損損失は計上しておりません。

(２)繰延税金資産の回収の可能性
　当社グループは、繰延税金資産については、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い
範囲内で認識しております。
　繰延税金資産の認識に際しては、課税所得が生じる可能性の判断において、将来獲得しうる課税所得の時期
および金額を合理的に見積り、金額を算定しております。
　課税所得が生じる時期および金額は、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があり、
実際に生じた時期および金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する
金額に重要な影響を与える可能性があります。
　繰延税金資産の算定方法、主要な仮定および金額は下記のとおりです。
①算出方法
　将来減算一時差異等に対して、将来の収益力に基づく課税所得およびタックス・プランニング等に基づき、
繰延税金資産の回収可能性を判断しております。将来の課税所得の見積りは中期の事業計画およびタックス・
プランニングを基礎としております。
②主要な仮定
　将来の課税所得の見積りの基礎となる中期の事業計画の主要な仮定は、受注組数および１組あたりのゲスト
数であります。当連結会計年度において繰延税金資産の回収可能性について検討を行いましたが、繰延税金資
産の回収可能性に変更は生じておりません。
③繰延税金資産の金額
　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額は下記のとおりです。
繰延税金資産　　　　　4,302,288千円
繰延税金負債　　　　△2,404,193千円
繰延税金資産（純額）　1,898,095千円
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建物及び構築物 661,826千円
土地 1,133,218千円

借入金（流動負債） 2,550,654千円
借入金（非流動負債） 7,296,963千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 13,362,400千円

４. 連結財政状態計算書に関する注記
(1) 担保に供している資産および担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(3) 財務制限条項
　当連結会計年度末における短期借入金1,770,614千円、１年内返済予定の長期借入金1,281,759千円、
長期借入金5,849,512千円については、以下のとおり財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、
貸付人の合意に基づく借入人に対する通知により、借入人は、当該借入金の全てにつき期限の利益を失い、
借入人は、直ちに元本、利息その他関連契約に基づき借入人が支払義務を負担するもの全額を弁済しなけれ
ばならないことになっております。

①純資産
　各決算期末の借入人の連結財政状態計算書上の資本合計の金額を、直前の各決算期末の借入人の連結財政
状態計算書上の資本合計の金額の75％以上に維持すること。

②利益維持
　各決算期末における借入人の連結損益計算書上の営業利益または当期利益のいずれか一つでも赤字となる
状態を生じさせないこと。
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対象会社 場所 セグメント 用途 種類 金額（千円）

株式会社
ノバレーゼ

熊本モノリス
（熊本市南区）

ブライダル
事業

挙式・披露宴
会場

建物及び構築物 111,805
使用権資産 52,460
工具、器具及び備品 1,476
その他固定資産 444
小計 166,186

岐阜モノリス
（岐阜市）

ブライダル
事業

挙式・披露宴
会場

建物及び構築物 58,901
使用権資産 19,456
工具、器具及び備品 546
小計 78,904

アマンダン
セイル

（千葉市中央区）

ブライダル
事業

挙式・披露宴
会場

建物及び構築物 45,382
使用権資産 16,946
工具、器具及び備品 1,033
その他固定資産 272
小計 63,635

姫路モノリス
（姫路市）

ブライダル
事業

挙式・披露宴
会場

建物及び構築物 11,166
使用権資産 26,403
工具、器具及び備品 1,425
その他固定資産 44
小計 39,040

大分モノリス
（大分市）

ブライダル
事業

挙式・披露宴
会場

建物及び構築物 25,560
使用権資産 6,782
工具、器具及び備品 639
小計 32,983

合計 380,751

５．連結損益計算書に関する注記
減損損失
　当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しました。
　これらの減損損失は連結損益計算書の「販売費及び一般管理費」に計上しております。

　減損損失の測定方法については、「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(５) 会計方針に関する事項10)非金融資産の減損」をご参照ください。
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普通株式 25,000,000株

普通株式 1,840,000株

６. 連結持分変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

(2) 新株予約権に関する事項
　　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的

となる株式の種類および数
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当連結会計年度

（2024年12月31日）

有利子負債（千円） 20,066,696

現金及び現金同等物（千円） 3,548,313

ネット有利子負債（差引）（千円） 16,518,382

７. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

1）資本管理
　当社グループは、持続的な成長を通じて、企業価値を最大化することを目指して資本管理をしておりま
す。
　当社グループが資本管理において用いる主な指標は、ネット有利子負債（有利子負債の金額から現金及び
現金同等物を控除したもの）であります。
　当社グループのネット有利子負債は以下のとおりであります。

　これらの指標については、経営者に定期的に報告され、モニタリングしております。
　なお、当社グループの主要な借入金について、資本に関する規制を含む財務制限条項が付されており、当
連結会計年度において当該財務制限条項を遵守しております。当該財務制限条項に抵触した場合には、貸付
人の請求によって契約上の期限の利益を失い、ただちに債務の弁済をしなければなりません。財務制限条項
については、「４．連結財政状態計算書に関する注記（３）財務制限条項」に記載しております。

2）財務上のリスク管理
　当社グループは、経営活動を行う過程において、財務上のリスク（信用リスク・流動性リスク・金利リス
ク）に晒されており、当該財務上のリスクを軽減するために、一定の方針に基づきリスク管理を行っており
ます。

3）信用リスク管理
　信用リスクは、保有する金融資産の相手先が契約上の債務に関して債務不履行になり、当社グループに財
務上の損失を発生させるリスクであります。
　当社グループの主要な営業取引については現金取引かつ前受にて代金を回収しているため、信用リスクは
僅少であると判断しております。
　一部の掛取引については、与信管理規程等に基づいて、取引先に対して与信限度額を設定し管理しており
ます。
　また、当社グループの大部分の店舗につき賃貸借契約に基づく賃借を行っており、差入保証金は取引開始
時に信用判定を行うとともに、契約更新時その他適宜契約先の信用状況を把握する体制を構築しており、信
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用リスクは僅少であると判断しております。
　金融資産については、連結計算書類に表示されている減損後の帳簿価額が当社グループの信用リスクに係
る最大エクスポージャーとなります。
　当社グループは、過度に集中した信用リスクのエクスポージャーを有していません。当社グループは、上
記の金融資産について、回収可能性や信用リスクの著しい増加等を考慮のうえ、将来の予想信用損失を測定
し、損失評価引当金を計上しております。信用リスクが著しく増加しているか否かは、債務不履行発生リス
クの変動に基づいて判断しており、その判断にあたっては、取引先の経営成績の悪化や、期日経過情報等を
考慮しております。金融資産の全部または一部について回収ができず、または回収が極めて困難であると判
断された場合には債務不履行とみなしております。損失評価引当金は、全期間の予想信用損失を金融商品の
種類ごとに、また、必要がある場合には取引先の信用リスクの性質によって更なる細分化が必要かどうかを
検討したうえで、集合的に測定しておりますが、期待将来キャッシュ・フローに不利な影響を与える以下の
ような事象等が発生した場合は、信用減損している金融資産として個別債権ごとに予想信用損失を測定して
おります。
　・取引先の深刻な財政困難
　・債権の回収不能や、再三の督促に対しての回収遅延
　・取引先が破産やその他財政再建が必要な状態に陥る可能性の増加
　また、あらゆる回収手段を講じても金融資産が回収不能であると合理的に判断される場合は、金融資産の
帳簿価額を直接償却しています。予想信用損失の測定方法については、「１．連結計算書類の作成のための
基本となる重要な事項に関する注記等(５)会計方針に関する事項４)金融商品①金融資産（ⅳ）金融資産の減
損」を参照ください。当報告期間中に見積技法または重要な仮定の変更はありません。

4）流動性リスク管理
　流動性リスクとは、当社グループが期限の到来した金融負債の返済義務を履行するにあたり、支払期日に
その支払いを実行できなくなるリスクであります。
　当社グループは主に借入金により資金を調達しておりますが、資金繰り計画を作成する等の方法により管
理しております。また、取引金融機関とコミットメントライン契約を締結することにより、流動性リスクの
低減を図っております。

5）金利リスク管理
　当社グループの借入金は変動金利であるため、市場金利の変動リスクに晒されております。
　当社グループでは、市場金利の動向を常時モニタリングし、損益に与える影響を試算しております。
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(２)金融商品の公正価値
　1）公正価値で測定される金融商品

　公正価値で測定する金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じた公
正価値測定額を、レベル１からレベル３まで分類しております。

レベル１：企業が測定日現在でアクセスできる同一の資産または負債に関する活発な市場における（無調
整の）相場価格

レベル２：資産または負債について直接または間接的に観察可能なインプットのうち、レベル１に含まれ
る相場価格以外のもの

レベル３：資産または負債についての観察可能でないインプット
　2）公正価値の算定方法

　金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務）
　短期間で決済されるため、帳簿価額は公正価値に近似しております。

（その他の金融資産）
　償却原価で測定する金融資産は、主として貸付金および差入保証金により構成されており、これらの公
正価値については、元利金の合計額を、新規に同様の貸付および差し入れを行った場合に想定される利率
で割り引いた現在価値により算定しております。その他については、帳簿価額は公正価値に近似しており
ます。

（借入金）
　変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映しており、帳簿価額は公正価値に近似しております。
また、固定金利による借入金の公正価値は残存期間における元利金の合計額を新規に同様の借入を行った
場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（その他の金融負債）
　償却原価で測定されるその他の金融負債は、割賦未払金により構成されており、公正価値については、
元利金の合計額を、新規に同様の契約条件で借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に
より算定しております。
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当連結会計年度

（2024年12月31日）

帳簿価額 公正価値

千円 千円

償却原価で測定する金融資産

貸付金 86,370 88,653

差入保証金 984,913 932,220

合計 1,071,284 1,020,873

当連結会計年度

（2024年12月31日）

帳簿価額 公正価値

千円 千円

償却原価で測定する金融負債

借入金 13,529,041 14,133,975

割賦未払金（営業債務及びその他の債務） 104,318 115,771

割賦未払金（非流動負債・その他の金融負債） 610,648 591,587

合計 14,244,009 14,841,335

　3）償却原価で測定する金融商品
　償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。

（注）１．貸付金、差入保証金はレベル３、借入金、割賦未払金の公正価値はレベル２に分類しておりま
す。

２．上記以外の償却原価で測定する金融資産および金融負債については、帳簿価額と近似しており
ます。
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財またはサービス 報告セグメント 合計ブライダル レストラン特化型
婚礼プロデュース 8,586,710 － 8,586,710
婚礼衣装 3,527,695 － 3,527,695
レストラン 6,042,814 1,142,499 7,185,313
　婚礼飲食 4,373,122 － 4,373,122
　宴会・一般飲食 1,669,692 1,142,499 2,812,191
顧客との契約から生じる収益 18,157,220 1,142,499 19,299,719

８. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　主要な財またはサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。
（単位：千円）

(注)顧客との契約から生じる収益は、外部顧客への売上収益で表示しております。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社および連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容お
よび当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。
①婚礼プロデュース事業
　婚礼プロデュースにおける婚礼プロデュース売上収益は、挙式・披露宴の企画立案、運営に基づく売上で
あります。
　婚礼プロデュースの履行義務は「挙式・披露宴の施行」であります。履行義務は挙式日に充足するため、
挙式日時点で収益を認識しております。また取引の対価については、履行義務の充足前である契約時に前受
けする形で受領しております。
②婚礼衣装事業
　婚礼衣裳における婚礼衣裳売上収益は、衣裳のレンタルおよび販売に基づく売上であります。
　婚礼衣裳の履行義務は「衣裳の貸与」および「衣裳の販売」であります。履行義務は衣裳の貸与日、もし
くは衣裳の引渡し時点に充足するため、衣裳の貸与日、もしくは衣裳の引渡し時点で収益を認識しておりま
す。また取引の対価については、履行義務の充足前である契約時に前受けする形で受領しております。
③レストラン事業（婚礼飲食および宴会・一般飲食）
　ブライダル事業のレストランにおける婚礼飲食売上収益は、挙式・披露宴に係る飲食売上であります。
　ブライダル事業およびレストラン特化型事業のレストランにおける宴会・一般飲食売上収益は、宴会およ
び一般飲食（ランチ・ディナー）に係る飲食売上であります。
　レストランの履行義務は「飲食の提供」であります。履行義務は飲食の提供日に充足するため、飲食の提
供時点で収益を認識しております。なお、婚礼飲食の飲食の提供日は挙式日であるため、挙式日に収益を認
識しております。また取引の対価については、ブライダル事業のレストランは履行義務の充足前である契約
時に前受けする形で受領しており、レストラン特化型事業のレストランは履行義務の充足時点である各月末
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当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権
　売掛金 410,474
契約負債 1,223,581

期首残高 1,271,155
有形固定資産の取得に伴う増加額 88,378
時の経過による調整額 6,847
現状回復義務免除による減少額 △23,919
期末残高 1,342,462

時点から概ね１カ月以内に支払いを受けております。

(3) 当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　契約負債は主に、サービスの提供および商品の引渡前に顧客から受け取った対価であり、連結財政状態計
算書上、流動負債に計上しております。
　顧客との契約から生じた債権および契約負債は以下のとおりであります。

（単位：千円）

　契約負債は、契約成立時に顧客から受け取った前受対価であり、履行義務を充足するまで契約負債として
認識されます。当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額は
1,184,102千円であります。なお、当連結会計年度において、過去の期間に充足または部分的に充足した履
行義務から認識した収益は該当ありません。

９.資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち連結財政状態計算書に計上しているもの
（1）当該資産除去債務の概要
　挙式・披露宴会場等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。また、資産除去債務は連結財
政状態計算書の「引当金」に計上しております。

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法
　使用見込期間を取得から３年～20年と見積り、割引率は0％～1.8％を使用して資産除去債務の金額を計
算しております。

（3）当該資産除去債務の総額の増減
（単位：千円）
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(1) １株当たり親会社所有者帰属持分 353円87銭
(2) 基本的１株当たり当期利益 26円56銭

10.１株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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建物 １年～41年
構築物 １年～20年
車両運搬具 ５ 年 ～ 6 年
レンタル衣裳 ２年～８年
工具、器具及び備品 ２年～20年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(１)資産の評価基準および評価方法
　1）有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

　2）棚卸資産の評価基準および評価方法
①商品

婚礼衣裳
個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算出）を採用しております。
その他

先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算出）を採用しております。

②原材料及び貯蔵品
先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算出）を採用しております。

(２)固定資産の減価償却の方法
　1）有形固定資産

定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。

　2）無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、のれんについては15年、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。
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(３)引当金の計上基準
　1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　2）賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

　3）株主優待引当金
株主優待制度に伴う費用の発生に備えるため、翌事業年度に発生すると見込まれる額を計上しておりま

す。

(４)収益および費用の計上基準
　「連結注記表　１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(５)会計方針に関
する事項13)収益」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。
　また、主な財またはサービスごとの収益の認識時点は、「連結注記表　８．収益認識に関する注記　(2)顧
客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報」をご参照ください。

(５)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。
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種類 第１回新株予約権
付与日 2017年７月７日
付与対象者の区分お
よび人数（名）

当社取締役　　　　　3
当社子会社取締役　　5

付与数（株） 1,813,400
権利行使期間 2017年７月７日から2027年７月６日
権利確定条件 当社の普通株式の１株当たりの価額が625円を上回る場合等、割当契約に

定める諸条件の達成により権利行使可能となります。ただし、割当日から
行使期間の最終日までの間において当社普通株式の１株当たりの価額が
250円を一度でも下回った場合、本新株予約権は行使できないものとなっ
ております。

第１回新株予約権
権利確定前(株)
前事業年度末 1,813,400
付与 －
行使 －
失効 －
満期消滅 －
未確定残 1,813,400

権利行使価格(円) 250
行使時平均株価(円) －

２. 追加情報
（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引）
　「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36
号　2018年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）の適用日より前に従業員等に対して権利確定
条件付き有償新株予約権を付与した取引については、実務対応報告第36号第10項(3)に基づいて、従来採用し
ていた会計処理を継続しております。

(１)権利確定条件付き有償新株予約権の概要
　1) 権利確定条件付き有償新株予約権の内容

（注）2023年５月25日付で普通株式１株につき200株の割合とする株式分割による分割後の株式数に換算
して記載しております。

　2） 権利確定条件付き有償新株予約権の規模およびその変動状況
①ストック・オプションの数

②単価情報
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固定資産
ブライダル事業 1,985,904
レストラン特化型事業 －
合計 1,985,904

(２)採用している会計処理の概要
　１）権利確定日以前の会計処理

① 権利確定条件付き有償新株予約権の付与に伴う従業員等からの払込金額を、純資産の部に新株予約権とし
て計上しております。

② 新株予約権として計上した払込金額は、権利不確定による失効に対応する部分を利益として計上しており
ます。

　２）権利確定日後の会計処理
① 権利確定条件付き有償新株予約権が権利行使され、これに対して新株を発行した場合、新株予約権として

計上した額のうち、当該権利行使に対応する部分を払込資本へ振替を行います。
② 権利不行使による失効が生じた場合、新株予約権として計上した額のうち、当該失効に対応する部分を利

益として計上します。この会計処理は、当該失効が確定した期に行います。

３. 会計上の見積りに関する注記
(１)固定資産の減損
　１）当事業年度の計算書類に計上した金額

固定資産の減損会計を適用するに当たっては、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として拠点を
基礎として資産のグルーピングを行っております。これらの固定資産の帳簿価額のうち、減損の兆候の
ある拠点のセグメント別金額は下記のとおりであります。なお、減損損失の金額は「5.損益計算書に関
する注記（２）減損損失」をご参照ください。

　 （単位：千円）

　２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 算出方法
　固定資産のうち減損の兆候がある拠点の固定資産について、帳簿価額と割引前将来キャッシュ・フロー
の総額を比較し、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
　のれんについては、のれんを含まない各資産グループにおいて算定された減損損失控除前の帳簿価額に
のれんの帳簿価額を加えた金額と、より大きな単位から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と
を比較し、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額の合計額を下回る場合には、帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
② 主要な仮定
　割引前将来キャッシュ・フローの見積りは中長期の事業計画を基礎に算出しており、事業計画の主要な
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仮定は、将来の受注組数および１組あたりのゲスト数であります。
③ 翌事業年度以降の計算書類に与える影響
　主要な仮定である将来の受注組数または1組あたりのゲスト数が計画を大幅に下回った場合には、翌事
業年度以降の計算書類において、減損損失を計上する可能性があります。

(２)繰延税金資産の回収可能性
　１）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　　　　　364,898千円
繰延税金負債　　　　　△420,827千円
繰延税金負債（純額）　  △55,929千円

　２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法
　将来減算一時差異等に対して、将来の収益力に基づく課税所得およびタックス・プランニング等に基づ
き、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。将来の課税所得の見積りは中長期の事業計画を基礎
としておりますが、繰延税金資産の算出に当たっては翌事業年度の予算に基づく課税所得およびタック
ス・プランニング等により回収可能性を判断しております。
② 主要な仮定
　将来の課税所得の見積りの基礎となる事業計画および翌事業年度の予算の主要な仮定は、受注組数およ
び１組あたりのゲスト数であります。当事業年度において、繰延税金資産の回収可能性について検討を行
いましたが、繰延税金資産の回収可能性に変更は生じておりません。
③ 翌事業年度以降の計算書類に与える影響
　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期および金額によって見積っており
ます。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発
生した課税所得の時期および金額が見積りと異なった場合、翌事業年度以降の計算書類において、繰延税
金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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建物 661,826千円
土地 1,133,218千円

短期借入金 1,000,000千円
１年内返済予定の長期借入金 1,615,470千円
長期借入金 7,376,529千円

8,426,905千円

関係会社短期貸付金 269,766千円
流動資産（その他） 11,292千円

短期金銭債権 388,360千円
短期金銭債務 333,783千円

営業取引による取引高 3,292,276千円
営業取引以外の取引による取引高 276,030千円

４. 貸借対照表に関する注記
(１)担保に供している資産および担保に係る債務

１）担保に供している資産

２）担保に係る債務

(２)有形固定資産の減価償却累計額

(３)資産の額から直接控除している貸倒引当金の額

(４)関係会社に対する金銭債権債務

５. 損益計算書に関する注記
(１)関係会社との取引高
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場所 用途 種類 金額（千円）

アマンダンセイル
（千葉市中央区） 事業用資産

建物 61,136
構築物 4,525
工具、器具及び備品 1,496
その他固定資産 394
小計 67,552

姫路モノリス
（姫路市） 事業用資産

建物 21,847
構築物 57
工具、器具及び備品 5,674
その他固定資産 72
小計 27,651

合計 95,204

(２)減損損失
当社は以下の資産について減損損失を計上しました。
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賞与引当金 25,810
株主優待引当金 26,334
未払事業税 41,749
減価償却超過額 1,253,819
資産除去債務 450,850
関係会社株式評価損 132,011
固定資産評価差額 130,324
その他 152,808
繰延税金資産　小計 2,213,709
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,848,811
評価性引当額　小計 △1,848,811
繰延税金資産　合計 364,898

資産除去債務 △173,349
固定資産評価差額 △247,476
繰延税金負債　計 △420,827
繰延税金負債の純額 △55,929

法定実効税率 34.6％
（調整）
住民税均等割 2.3％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △34.6％
のれん償却額 92.0％
評価性引当額の増減 33.9％
税額控除 △5.0％
その他 1.4％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 122.6％

６.  税効果会計に関する注記

(１)繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

繰延税金負債

(２)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
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種類 会社等の名称
議決権等
の所有
割合

関連当事者
との関係

取引
の内容

取引金額 科　目 期末残高

子会社

株式会社
タイムレス

直接
100.0%

役員の兼任
婚礼事業の外注

引出物の仕入
(注２)

762,427
買掛金 67,008

未払金 3,109

株式会社
MARRY MARBLE

直接
100.0%

役員の兼任
婚礼事業の外注

写真、映像
製作の外注
(注２)

1,104,960 買掛金 133,155

株式会社
花乃店千樹園

直接
100.0%

役員の兼任
婚礼事業の外注

装花の外注
(注２)

659,981
買掛金 53,751

未払金 2,088

株式会社Ｄｏ
直接
100.0%

役員の兼任
広告宣伝の外注

広告宣伝の外注
(注２)

287,836 未払金 22,639

株式会社
アンドユー

直接
100.0％

役員の兼任
婚礼衣装事業の
斡旋

参列衣裳の斡旋
(注２)

77,982 売掛金 7,488

ISLAND LABEL
HAWAII,INC.

直接
100.0％

役員の兼任
資金の貸付

利息の発生 4,150

関係会社
短期貸付金
(注３、４)

269,766

未収利息
(注３)

11,292

持分法
適用関
連会社

株式会社
ホロニック

直接
22.0%

役員の兼任
婚礼衣裳の販売
婚礼商品の販売

婚礼商品の
販売(注２)

184,709 売掛金 11,797

７. 関連当事者との取引に関する注記
子会社等

（単位：千円）
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　１株当たりの純資産額 59円82銭
　１株当たりの当期純損失（△） △2円72銭

(注)１．取引条件および取引条件の決定方針等
上記各社との取引については、市場価格を参考に決定しております。

２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
３．ISLAND LABEL HAWAII,INC.への関係会社短期貸付金および未収利息に対し、281,059千円の貸倒引

当金を計上しております。
４．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は１年以内としております。な

お、担保は受け入れておりません。

８. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表８．収益認識に関する注
記(２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報」に同一の内容を記載しているた
め、記載を省略しております。

９. １株当たり情報に関する注記
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期首残高 1,236,478
有形固定資産の取得に伴う増加 83,880
時の経過による調整額 6,597
現状回復義務の免除による減少額 △23,919
期末残高 1,303,037

10. 資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
（1）当該資産除去債務の概要
　　挙式・披露宴会場等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を取得から３年～20年と見積り、割引率は0％～1.8％を使用して資産除去債務の金額を

計算しております。

（3）当該資産除去債務の総額の増減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

11. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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